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（１）通報・届出のあった事業所数（把握の端緒別）

令和５年度における使用者による障害者虐待の状況

労働局など
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の発見

都道府県
からの報告
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（２）通報・届出の対象となった障害者数

（単位：人）

（単位：事業所）

■ 構成比は四捨五入によって端数処理しているため、合計が100％にならないことがある。

163 

（11.2％）

133 

（10.4％）

153 

（12.4％）

184 

（15.0％）
138

（9.1％）

1,078 

（73.9％） 932 

（73.0％）
880 

（71.5％）

838 

(68.1％)

1106

（72.8％）

217

(14.9％)
212 

（16.6％）
197 

（16.0％）

208 

（16.9％）

268

（18.0％）

1,458 

1,277 
1,230 

1,230 

1,512 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 5年度

誤

１ 通報・届出

別添１

- 3 -

（１）通報・届出のあった事業所数（把握の端緒別）

令和５年度における使用者による障害者虐待の状況

労働局など
への相談

その他
労働局など
の発見

都道府県
からの報告

1,741 

1,408 1,431 1433

1,854

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 5年度

（２）通報・届出の対象となった障害者数

（単位：人）

（単位：事業所）

■ 構成比は四捨五入によって端数処理しているため、合計が100％にならないことがある。

163 

（11.2％）

133 

（10.4％）

153 

（12.4％）

184 

（15.0％）
138

（9.1％）

1,078 

（73.9％） 932 

（73.0％）
880 

（71.5％）

838 

(68.1％)

1106

（73.1％）

217

(14.9％)
212 

（16.6％）
197 

（16.0％）

208 

（16.9％）

268

（17.7％）

1,458 

1,277 
1,230 

1,230 

1,512 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 5年度

正 数値修正部分は赤字で表記しています。



■ 障害種別や虐待種別については、重複計上しているものがある。
■ 通報・届出の際に明らかなもののみ計上している。

【参考】第１表 虐待種別・障害種別障害者数（通報・届出の対象となった障害者）

（３）通報・届出の対象となった障害者数（障害種別・虐待種別）

①障害種別 ②虐待種別

精神障害
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(29.1%)

身体障害
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(20.9%)

発達障害
168 

（9.5%）

その他
36 

(2.0%)

令和５年度

障害種別延べ人数

計 1,767人
（前年度比24.0％減）

（単位：人） （単位：人）

経済的虐待
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(8.5%)

放置等による虐待
143 

(6.5%) 性的虐待
46 

(2.1%)

令和５年度

虐待種別延べ人数

計 2,189人
（前年度比32.0％増）
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誤

- 4 - - 4 -

■ 障害種別や虐待種別については、重複計上しているものがある。
■ 通報・届出の際に明らかなもののみ計上している。

【参考】第１表 虐待種別・障害種別障害者数（通報・届出の対象となった障害者）

（３）通報・届出の対象となった障害者数（障害種別・虐待種別）

①障害種別 ②虐待種別

精神障害
680 

(38.5%)

知的障害
514 

(29.1%)

身体障害
369 

(20.9%)

発達障害
168 

（9.5%）

その他
36 

(2.0%)

令和５年度

障害種別延べ人数

計 1,767人
（前年度比24.0％増）

（単位：人） （単位：人）

経済的虐待
1,004 

(45.9%)心理的虐待
811 

(37.0%)

身体的虐待
185 

(8.5%)

放置等による虐待
143 

(6.5%) 性的虐待
46 

(2.1%)

令和５年度

虐待種別延べ人数

計 2,189人
（前年度比32.0％増）

■ 障害種別や虐待種別については、重複計上しているものがある。
■ 通報・届出の際に明らかなもののみ計上している。
■ 構成比は四捨五入によって端数処理しているため、合計が100％にならないことがある。

（単位：人）

障害種別
虐待種別

その他発達障害精神障害知的障害身体障害

516427244身体的虐待

1614261性的虐待

19104349203156心理的虐待

415533426放置等による虐待

1668342280220経済的虐待

正 数値修正部分は赤字で表記しています。



- 6 -

２ 労働局の対応結果

（１）虐待が認められた事業所数（把握の端緒別）

■ 構成比は四捨五入によって端数処理しているため、合計が100％にならないことがある。

（２）虐待が認められた障害者数
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■ 障害種別や虐待種別については、重複計上しているものがある。
■ 障害種別は、調査時の際に明らかなもののみ計上している。

（３）虐待が認められた障害者数（障害種別・虐待種別）
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0２４８0性的虐待

２11252511心理的虐待

0３2010４放置等による虐待

1034214225124経済的虐待
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計 818人
（前年度比19.1％増）

【参考】第４表 虐待種別・障害種別障害者数（虐待が認められた障害者）
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■ 構成比は四捨五入によって端数処理しているため、合計が100％にならないことがある。
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（７）虐待が認められた事業所の業種・規模

■ 構成比は四捨五入によって端数処理しているため、合計が100％にならないことがある。

医療、福祉
119 

(26.6%)

製造業
93 

(20.8%)
卸売業、小売業

47 
(10.5%)

)9.2%(41サービス業（他に分類されないもの）

)7.2%(32建設業

)6.5%(29宿泊業、飲食サービス業

)5.6%(25生活関連サービス業、娯楽業

)5.4%(24運輸業、郵便業

)2.2%(10農業、林業

)1.3%(6複合サービス事業

）0.9%（4情報通信業

)0.9%(4不動産業、物品賃貸業

)0.9%(4教育、学習支援業

)0.4%(2鉱業、採石業、砂利採取業

)0.2%(1金融業、保険業

)0.2%(1電機・ガス・熱供給・水道業

)0.2%（１学術研究、専門・技術サービス

)0.9%(4不明

ほか 計188（42.1％）

令和５年度

虐待が認められた
事業所数

計447事業所
（前年度比：4.0％増）

■ 構成比は四捨五入によって端数処理しているため、合計が100％にならないことがある。
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（単位：事業所）

)0.9%(4300～499人

)0.2%(1500～999人

)0.7%(31,000人以上

)7.2%(32不明
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